
平成２９年度　下野市行政評価市民評価　ヒアリング資料

対
象
年
度

備考

地域包括支援センターが中心となり認知症サポーター養成講座を老人クラブや小中学校・高校・大学等で開催して
います。※平成29年9月末現在の受講者数：約5,400人（高齢者に対する割合で県内6位）
今後、自治会・スーパー・学校PTA等での開催を検討します。

認知症サポーターフォローアップ講座を開催し、認知症に関する知識・対応を深め、受講者を認知症カフェでのボラ
ンティア協力につなげています。
多様な相談に対応するため、地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置しています。また、認知症初期
集中支援チームを設置し、サポート医との連携により初期支援・困難事例に対応します。なお、「認知症対策推進委員
会」では、それらの活動を基に、認知症の人と家族のサポート、地域づくりについて協議・検討を実施しています。
「認知症対策推進委員会」では、現在サポート医・専門医・自治医大疾患センターの医師・認知症地域支援推進

員が委員ですが、相談事例として、精神症状が混在する対応困難なケースが多いため、精神科医師の出席について
検討します。
平成27年11月から認知症家族交流会を開催し、平成29年3月に家族会を発足しました。認知症カフェしもつけ茶屋に
ついては、平成29年4月に家族会への委託により開所し、現在月3回実施され、ボランティアの協力も得て、憩いの場
になっています。また、月1回開催の家族会では、相談・情報交換・アドバイスの場として、「看取り」の話題等深い話も
できる関係性になっています。
認知症カフェについては「参加しやすい身近な場に」との課題解決のため、平成30年度に2か所での実施を進めま

す。
市民講演会について、平成28年度は認知症サポーター4,000人達成記念イベントとして開催しました。平成29年度に
ついては現在計画中です。
平成28年度に作成した「認知症ケアパス」について、普及啓発に努めています。

「下野市認知症総合支援事業実施要綱」に基づき、「認知症初期集中支援推進事業」「認知症地域支援・ケア
向上事業」「認知症の人とその家族等に対する支援に関し必要な事業」について実施します。
【認知症初期集中支援推進事業】認知症の人やその家族に早期に関わる認知症初期集中支援チームを配置
し、早期診断及び早期対応に向けた支援体制を構築します。認知症対策推進委員会を開催します。
【認知症地域支援・ケア向上事業】認知症に対する医療・介護等の連携強化等による地域の支援体制の構築
と認知症ケアの向上を図ります。地域包括支援センター等に認知症地域支援推進員を配置し、サポーター養
成講座を開催します。
【認知症の人とその家族に対する支援に関し必要な支援】家族交流会、認知症カフェを開催します。
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ハード事業（要件：３項目）

事業の休廃止（実施しない場合）の影響が大きい

全て

１
以上

なし

○

効率性

認知症サポーターの養成講座を広く開催することで、多くの市民に認知症への知識・対応を習
得してもらい、地域全体での認知症支援の環境づくりの構築を目指します。
また、認知症対策推進委員会の委員として専門医等の医師・認知症地域支援推進員にお願いし
ていますが、精神症状が混在する相談事例もあることから、委員会の効率的かつ効果的な運営
に資するため、精神科医師の出席に向けて取り組むこととしています。
以上のことから、効率性をＡとしました。

３
以上

１
以上

なし

○

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

第二次下野市総合計画に位置付けられた事業、あるいは位置付
けが認められる事業である

要件（３項目）

本事業以外の解決策が見当たらない

要件（３項目）

国県の制度等から市が実施する事業である
社会経済情勢に適合し、恒常的に求められている

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

市民ニーズが高いと認められる

事務事業
番号 80

事務事業名 健康福祉部認知症総合支援事業費 高齢福祉課

財
源

国県支出金
1,915千円

地方債・その他
720千円

一般財源
639千円

年
度
別

Ａ

Ｂ

Ｃ

継続実施

見直し実施

廃止

所管部課

類型
区分 Ⅰ

現総合計画前期基本計画では、基本施策１－５「誰もが安心して暮らせるまちづく
り」、施策４「保険・年金事業の充実」に位置付けています。
本事業は、「認知症は誰もが関わる可能性のある身近な病気であり、認知症の人の意思
が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることがで
きる社会の実現を目指す」とする国策により実施する事業です。認知症の容態に応じた
医療介護等の提供だけでなく、介護者への支援、認知症を含む高齢者にやさしい地域づ
くり等、認知症における地域社会全体での総合的な支援環境の整備といった事業である
ことから、必要性は高いと考えます。
以上のことから、必要性をＡとしました。

全国的には、高齢化の進行に伴い、今後、認知症の人はさらに増加が考えられ、特に団
塊の世代が７５歳以上となる平成３７年度には、高齢者に対する割合が、現在の「７人
に１人」から「５人に１人」に上昇することが見込まれています。認知症高齢者等にや
さしい地域づくりを総合的に推進する新オレンジプランに基づき、本人・家族への支援
だけでなく、地域社会全体で支援するための環境を整えるとする本事業の緊急性は高い
と考えます。
以上のことから、緊急性をＡとしました。

総合評価

必要性

○

ソフト事業（要件：７項目）
事業の質を維持しつつ、事業費の削減や取組方法を見直す 補助金等の積極的な活用で最大の

成果となる方法を選択している

事業目的に見合う最適な事業
規模である

他事業との重複がない

同種・同目的事業との統合や簡略化を実施する

民間委託を実施する

行政改革で実績が出ている。あるいは見込みがある

市民との協働で事業を実施している。あるいは実施できる

他自治体で実施されている水準と比較して適切である

管理業務等において、現在の取組手法から、さら
に効率性を図ることは困難である

Ｃ

○

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ｂ

緊急性

Ａ
保険・年金事業の充実

誰もが安心して暮らせるまちづくり

1

5

4

根拠法令
等 介護保険法（第115条の45第2項第6号）

事業推進方針判断に際しての３つの視点

全て

１
以上

なし

事
業
計
画

・認知症サポーター養成講
座の開催
・３か所の地域包括支援セ
ンターへ認知症地域支援
推進員設置
・認知症対策推進委員会
の開催
・家族交流会の開催

・認知症サポーター養成講座の
開催・認知症サポーター4,000
人達成イベント開催・認知症サ
ポーターフォローアップ講座実
施・認知症対策推進委員会の
開催・認知症地域支援推進員
会議の開催・家族会発足・認知
症ケアパス作成・認知症初期集
中支援チーム設置準備

・認知症サポーター養成講座の
開催・認知症サポーターフォ
ローアップ講座実施・認知症対
策推進委員会の開催・認知症
地域支援推進員会議の開催・
認知症初期集中支援チーム設
置・市民講演会の開催・家族会
の開催・認知症カフェの設置・
認知症ケアパスの周知

厚生労働省では、認知症の人の意思が尊厳され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続
けることができる社会の実現を目指し、新たに「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域
づくりに向けて～」（新オレンジプラン）を関係府省庁と共同で、平成27年1月に策定しました。新オレンジプラン
における、Ⅰ普及・啓発　Ⅱ医療・介護等　Ⅲ若年性認知症　Ⅳ介護者支援　Ⅴ認知症など高齢者にやさしい
地域づくり　Ⅵ研究開発　Ⅶ認知症の人や家族の視点の重視、の7本の柱に沿って「認知症高齢者等にやさし
い地域づくり」を総合的に推進していきます。

事業目的

事
業
費
内
訳

・賃金（保健師または看護師）：月10日　　1,165千円
・報償費：講演会・認知症対策推進委員会・認知症サポーターフォローアップ講座・家族交流会講師謝金　　計748千円
・普通旅費：地域支援推進員セミナー・初期集中支援チーム研修・認知症関係研修　　計79千円
・消耗品費：サポーター養成講座テキスト他・普及月間配布物品・事務用品　　計400千円
・食糧費：認知症対策推進委員会飲物・講演会実行委員会飲物等　　計33千円
・印刷製本費：認知症ケアパス・普及啓発講演会チラシ　　計206千円
・保険料：認知症カフェ開催保険料　　20千円　　　　　　　・委託料：認知症カフェ（2か所）　　480千円
・借上料：認知症簡易チェック　　63千円　　　　　　　　・負担金：初期集中支援チーム研修　　80千円

・認知症サポーター養成講座の
開催・認知症サポーターフォ
ローアップ講座実施・認知症対
策推進委員会の開催・認知症
地域支援推進員会議の開催・
認知症初期集中支援チーム設
置・市民講演会の開催・家族会
の開催・認知症カフェの設置・
認知症ケアパスの周知

・認知症サポーター養成講座の
開催・認知症サポーターフォ
ローアップ講座実施・認知症対
策推進委員会の開催・認知症
地域支援推進員会議の開催・
認知症初期集中支援チーム設
置・市民講演会の開催・家族会
の開催・認知症カフェの設置・
認知症ケアパスの周知

平成３１年度平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

事
業
費

3,724千円 3,274千円 3,274千円

総合計画
での位置
付け

施策

大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづくり


















